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 令和４年度藤沢市食品衛生監視指導計画に基づく実施結果  

藤沢市では、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号。以下「法」という。）第２４条第１項

の規定により策定した｢令和４年度藤沢市食品衛生監視指導計画｣に基づき、食品関係営業施設

に対する監視指導及び市内で製造・販売される食品等の収去検査等を実施しました。このたび、

本計画に基づく監視指導等の実施結果をとりまとめましたのでお知らせします。 

Ⅰ 対象地域と実施期間                          

１ 対象地域 

藤沢市内全域 

２ 実施期間 

２０２２年（令和４年）４月１日から２０２３年（令和５年）３月３１日までの１年間 

Ⅱ 実施体制                             

１ 監視指導の実施機関 

法、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号）及び食品表

示法（平成２５年法律第７０号）（衛生事項に限る。）に基づく監視指導等は、藤沢市保健所生

活衛生課が実施しました。 

２ 試験検査の実施機関 

食品等の試験検査は、藤沢市保健所地域保健課衛生検査センターが実施しました。 

なお、食品等の試験検査にあっては、業務管理基準の遵守、内部点検及び外部精度管理等を

実施し、信頼性を確保しました。 

Ⅲ 監視指導・試験検査                          

１ 重点的な監視指導事項 

食中毒及び違反の発生状況等を踏まえ、次の事項について重点的に監視指導を実施しまし

た。 

（１）食中毒対策 

ノロウイルス等による大規模な食中毒事例が、集団給食施設、社会福祉施設等で報告さ

れていることから、大規模な施設を対象に「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づき

監視指導を実施しました。 

 また、飲食店においてカンピロバクター等による食中毒が多発していることから、鶏肉

等の肉類及びその加工品の不適切な提供を避けるよう監視指導するとともに、生食用食肉

の規格基準に基づく適切な衛生管理について助言しました。 

（２）ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施に関する助言・指導 

    法の改正により制度化されたＨＡＣＣＰに沿った衛生管理について、業種別の手引書

を活用し、講習会や立入検査時に導入に向けた周知、指導及び助言を行いました。 
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（３）食品表示対策 

     食品の表示は、消費者が食品を選択する際の重要な情報源であり、事故発生時には原

因究明や製品回収等の事故の拡大防止を迅速・的確に行うために不可欠であることから、

食品等製造施設、大規模小売店等に対して立入検査を行い、食品表示法に基づき適正表

示について、周知及び指導を行いました。 

    また、アレルゲンを含む食品の表示が適正に実施されるよう、使用している原材料の点

検及び確認を指導しました。 

 （４）輸入食品衛生対策 

    輸入食品の衛生的な取扱い及び適正表示等について監視指導を行いました。 

 （５）放射性物質対策 

    市内生産・製造の食品について、適時収去検査を行い、国が定めた基準値を超える放射

性物質を含む食品の発見・排除に努めました。 

２ 立入検査件数 

食品関係営業施設に対し、過去の食中毒や違反・苦情の発生状況、製造・加工された

食品の流通の広域性、製造量及び営業の特殊性等を考慮し、別表１のとおりＡからＥま

での５ランクに分類し、立入検査による監視指導を実施しました。(表１)。 

表１ 食品関係営業施設の立入検査件数 

※令和４年３月末現在（条例に基づく許可施設等を含む） 

ランク 計画回数 対象施設数※ 立入検査実施数 

Ａ ３回／年 ６ 特定大規模製造業等 １３ 

Ｂ ２回／年 ４３５ 

大規模製造業 ３９ 

３４１ 大規模調理施設 ３０ 

大規模小売店 ２７２ 

Ｃ 

 

Ｄ 

１回／年 

 

１回／３年 

１，２８４ 

 

１，１０７ 

給食施設 ３１１ 

１，９４１ 

中規模小売店 
（市場・テナント含む） ２１１ 

製造業 ３６１ 

ふぐ認証店 ２９ 

仕出し屋・弁当屋 １６７ 

食肉・魚介類販売業等 ６２ 

ファミリーレストラン ２７ 

コンビニエンスストア ３８ 

飲食店営業等 ７３５ 

Ｅ 実情に応じて  ７８３ 

合  計 ２，８３２  ３，０７８ 
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３ 食品等の収去検査 

市内に流通する食品の安全性を確認するため、収去検査計画に基づき食品等の検査を別表２

のとおり１８８検体実施しました（表２）。 

表２ 収去検査数 

 

 

 

 

 

４ 食品衛生総点検 

厚生労働省及び消費者庁の通知に基づき、次のとおり総点検を実施しました。 

 

（１）食品衛生夏期総点検 

実 施 期 間：２０２２年（令和４年）７月１日から８月３１日まで 

主な対象施設：大規模小売店、海の家等 

監視指導結果：許可を要する施設  ８７６件（うち海の家 ３６８件） 

許可を要しない施設  ３１件 

収去検査結果：検体数 ２７検体 

検査項目数 ２５８項目 

   違 反 件 数：１件（アイスクリーム類・大腸菌群陽性） 

 

（２）食品衛生年末総点検 

実 施 期 間：２０２２年（令和４年）１２月１日から１２月２８日まで 

主な対象施設：大規模小売店、大規模製造施設等 

監視指導結果：許可を要する施設  ２２１件 

許可を要しない施設 １９件 

収去検査結果：検体数 １２検体 

検査項目数 １５３項目 

違 反 件 数：０件 

 

  

品 名 検体数 検査項目数 

市内産野菜 ９ ８８８ 

市内製造加工食品 ６２ ３３３ 

広域流通食品 ８７ ９５６ 

輸入食品 ３０ ３６１ 

合 計 １８８ ２，５３８ 
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図１ 苦情の内訳件数 （計１１７件） 
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  市民から寄せられた１１７件の食品への苦情等に対して、その原因調査と再発防止のため

の指導等を実施しました。（図１） 

 

  

  

 

     

  

  

  

  

 

Ⅳ 違反食品等への対応  

１ 立入検査による違反の発見 

食品関係営業施設に対する立入検査等により発見された表示違反は２３件でした。(表３） 

表３ 立入検査による違反等食品の概要 

２ 収去検査による違反の発見    

収去検査で発見した違反等食品は３件でした。（表４） 

表４ 収去検査による違反等食品の概要 

食 品 名 内 容 件数 措 置 等 

魚介類加工品 食品表示法第５条 ２ 適正表示後販売について指導しました。 

弁当・そうざい 食品表示法第５条 ９ 

適正表示後販売について指導しました。 

また、製造者等が市外の場合は管轄する自治体に通

報しました。 

菓 子 
食品表示法第５条 

食品表示基準第８条 
１２ 

適正表示後販売について指導しました。 

また、製造者等が市外の場合は管轄する自治体に通

報しました。 

食 品 名 内 容 件数 措 置 等 

アイスクリーム類 大腸菌群陽性 ２ 
営業者に対し、衛生指導を実施し始末書を徴収

しました。 

野菜果実等加工品 漂白剤の基準値超過 １ 製造者を管轄する自治体に通報しました。 
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Ⅴ 情報提供及び意見交換                          

１ 計画の公表 

（１）計画の策定にあたっての公表 

本計画の策定にあっては、ホームページ等を通じて公表し、市民等から意見を求め、計

画の反映に努めました。また、策定した計画は、保健所等で配布するとともに、ホームペ

ージで公表しました。 

（２）計画の実施結果の公表 

｢令和３年度藤沢市食品衛生監視指導計画に基づく実施結果｣の他、夏期及び年末に実施

した食品衛生総点検の実施結果についても、ホームページで公表しました。 

２ 違反事件の公表 

「藤沢市食品衛生法等の違反に係る公表基準」に基づき４件の食中毒事件について公表しま

した。（表５） 

 表５ 食中毒事件一覧 

事例 発生年月 原因施設 原因食品 病因物質 

1 2022 年 10 月 飲食店営業 不明 サルモネラ属菌 

２ 2022 年 10 月 飲食店営業 不明 カンピロバクター 

3 2022 年 12 月 飲食店営業 炙りしめ鯖 アニサキス 

４ 2023 年 1 月 飲食店営業 不明 ノロウイルス 

３ 食品衛生情報の提供 

（１）ノロウイルス食中毒警戒情報等の情報提供 

２０２２年（令和４年）１１月７日から２０２３年（令和５年）３月３１日まで神奈川

県により発令された｢ノロウイルス食中毒警戒情報｣について、ホームページやラジオ等を

活用し、市民や食品関係営業者に対して注意喚起を図りました。 

（２）食品衛生知識の普及 

市民や食品関係営業者に対して、ホームページやリーフレット等を配布し食品衛生の

推進に努めました。また、厚生労働省通知に基づき、８月を「食品衛生月間」として、藤

沢市役所本庁舎及び分庁舎に設置されたデジタルサイレージや災害対応型自動販売機等

を通じて、食中毒事故の防止と衛生管理の向上についての普及・啓発を図りました。 

 

 

 

 

 

 

      図２ リーフレット・マグネット(車両用) 
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４ 意見交換 

出張講座や研修会等により、消費者等に対して食品衛生情報の提供や意見交換等を実施し

ました。 

Ⅵ 食品等事業者自らが実施する衛生管理の推進             

１ 食品衛生責任者等の資質の向上 

食品衛生責任者や食品等営業者に対し、食中毒予防、食品の衛生的な取扱い等についての衛

生講習会を開催し、食品衛生責任者等の資質の向上を図りました。（表６） 

表６ 衛生講習会開催状況 

   

 

 

２ 食品等の自主回収に関する助言・指導 

食品等事業者から法第５８条に基づく食品等の自主回収の届出を１２件受理し、その届出

内容を踏まえて、円滑な回収や再発防止について助言・指導するとともに、国のリコール情報

サイトを通じて、消費者への速やかな情報提供に努めました。 

３ 食品衛生指導員活動の支援 

藤沢食品衛生協会の食品衛生指導員(１０１人)が実施している自主的な巡回指導事業等の

衛生管理活動が円滑に行われるよう支援するため、ＨＡＣＣＰ等について、最新の食品衛生情

報を提供しました。 

４ 優良施設等の表彰 

自主的な衛生管理の意識の向上を図るため、衛生管理の優良な食品等営業施設及び食品衛生

の普及向上等に功労のあった者に対し、保健所長表彰を行うとともに、知事表彰及び厚生労働

大臣表彰への推薦を行い、表彰を受けた施設をホームページに掲載しました。 

Ⅸ 関係機関との連携協力                       

１ 厚生労働省等との連携・協力 

（１） 厚生労働省や都道府県等により構成される「関東信越広域連携協議会」において、広

域的な食中毒の発生やその拡大を防止するための緊密な連携・協力体制の再確認を行い

ました。 

（２） 検疫所、神奈川県及び県内保健所設置市で構成する「輸入食品衛生連絡会」のオンラ

イン会議に参加し、輸入食品等の安全確保対策について情報交換を行いました。 

２ 他自治体との連携・協力 

（１）広域的な食中毒事件等の調査、広域流通食品及び輸入食品の違反事例等の調査の際には、

関係自治体と緊密な連携・協力のもと対応しました(表７)。 

ＷＥＢ受講者数 １，４４５人 

会場上映受講者数 ２８８人 
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表７ 食中毒事件等に係わる他の都道府県等との連携 

 

 

 

（２）「県・保健所設置市食品衛生担当者会議」、「関東甲信越静ブロック食品衛生主管課長会

議」、等に参加し、課題対応の協議を行い、緊密な連携を図りました。 

３ 消費者庁・農林水産部局等との連携・協力 

（１）食品表示法の違反事例に対し、関係部局と連携を図り対応しました。 

 （２）農林水産省、神奈川県関係部局、神奈川県警察本部、関係団体、県内保健所設置市で構

成する「神奈川県食品表示監視協議会」に参加し、不適正な食品表示に関する情報交換等

を行いました。 

（３）「県農政担当者及び県・保健所設置市食品衛生担当者連絡会議」に参加し、農畜水産物

等の安全確保対策に関する情報交換を行い、緊密な連携・協力体制を図りました。 

４ 庁内の連携・協力 

小学校及び保育所の給食施設に対する監視指導や海水浴場の開設における食品衛生対策な

ど、庁内の関係各課と情報共有、連絡調整及び協議等を緊密に行い、食品の安全・安心を踏ま

えた総合的な施策の推進に努めました。 

 

市外へ調査依頼したもの ２２件 

市外から調査依頼を受けたもの ３７件 
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別表１ 業種別の監視指導回数 

ラ
ン
ク
別 

監視

回数 
監視対象施設 

Ａ 
３回/

年 

【大規模製造施設】※１ 
・食肉製品製造業 
・乳処理業 

 
・乳製品製造業 
・酒類製造業 

Ｂ 

２回/

年 

【大量調理施設】※２ 
・飲食店営業（仕出し屋、給食） 
・給食施設（学校（市立小学校等を除く）、病院、事業所等） 
【大規模小売店】施設面積が 1、000 ㎡以上 
【認定小規模食鳥処理場＊】 
【大規模製造施設】※１  
・菓子製造業 
・アイスクリーム類製造業 
・食肉処理業 
・食肉製品製造業 
・清涼飲料水製造業 
・豆腐製造業 
・冷凍食品製造業 
【食中毒原因施設（前年度）】 

・密封包装食品製造業 
・そうざい製造業 
・添加物製造業 
・水産製品製造業（魚介類加工業を含む） 
・漬物製造業 
 

Ｃ 

１回/

年 

・飲食店営業（仕出し屋※３、弁当屋※３、給食※４）（Ｂの大量調理施設を除く） 
・給食施設（学校、病院、事業所等）（Ｂの大量調理施設を除く）※４ 
・飲食店営業（ファミリーレストラン（すし屋又は焼肉屋）） 
・菓子製造業（あん類の製造を含む） 
・アイスクリーム類製造業 
・食肉処理業 
・豆腐製造業 
・食肉製品製造業 
・酒類製造業 
・そうざい製造業 
・添加物製造業 
・水産製品製造業（魚介類加工業を含
む） 
・漬物製造業 
 

  
 
 
 
 

Ａ、Ｂの大規模製造施設を除く 

・液卵製造業 
・みそ又はしょうゆ製造業 
・食品の小分け業 
・食肉販売業（食肉販売） 

・食用油脂製造業 
・麺類製造業 
・器具、容器包装の製造業（合成樹脂が使用されたものに限る。） 
・魚介類販売業（魚介類販売） 

【ふぐ営業認証施設】 
【小規模小売店】施設面積が 1、000 ㎡未満 
【市場】 

Ｄ １回 
/3 年 

・飲食店営業（Ｂ、Ｃの飲食店営業を除く） 
・給食施設（Ｂ、Ｃの給食施設を除く） 

Ｅ 

実
情
に
応
じ
て 

実
施 

・調理の機能を有する自動販売機による営業 
・自動車を利用して行う営業 
・販売業（届出業種） 
・製造・加工業（届出業種） 
【ふぐ加工製品取扱等届出施設】 

【小規模小売店等】（Ｃの小規模小売店を除く） 

ＨＡＣＣＰに基づいた衛生管理を行っている施設については、状況に応じて回数を減じることができる。 

※１ 広域に流通する食品を製造等している大規模な施設 
※３ 主たる営業が仕出し屋又は弁当屋の施設 
 

※２ 1 回の提供食数が 300 食以上の施設 
※４ 1 回の提供食数が 50 食以上の施設 
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別表２ 収去検査実施結果 

食品の分類 
のべ 

検体数 

微生物検査※ 理化学検査※※ 

検体数 検査項目数 検体数 検査項目数 

魚介類及びその加工品 27 17 17 17 79 

冷凍食品 17 17 34 17 230 

肉卵類及びその加工品 20 17 41 19 98 

牛乳・加工乳 5 4 8 5 16 

乳製品 8 4 7 4 8 

アイスクリーム類・氷菓 15 15 30 - - 

野菜類・果物及びその加工品 22 - - 22 1015 

菓子類 20 - - 20 209 

清涼飲料水 9 9 9 9 144 

酒精飲料 10 - - 10 73 

調味料 16 - - 16 280 

レトルト食品 16 16 16 16 208 

容器包装 3 - - 3 16 

合  計 188 99 162 158 2376 

１検体につき複数の項目について検査を実施しています。 
【検査項目の例】  

※ 微生物検査：一般細菌、大腸菌群、黄色ブドウ球菌、サルモネラ属菌、腸炎ビブリオ最確数等 
※※ 理化学検査：保存料、着色料、甘味料、酸化防止剤、発色剤、放射性物質、重金属、水分活性等 


